
令和7年度 京都市中小企業支援補助金等一覧
令和7年4月1日時点　

事業の名称 交付の目的 交付対象事業 交付対象者 交付額の算定方法
募集
期間

事業
対象
期間

ＵＲＬ 所管局

「KYOTO CITY OPEN
LABO」実証実験負担金

行政と民間事業者が互いの資源を持ち寄
り、効果的な課題解決及び新たなサービ
スの創出を目指す。

「KYOTO CITY OPEN LABO」において採択した
実証実験及び具体的実践

企業、大学、NPO、個人事業主
※所在地、規模などは問わない。

事業実施に要する費用（上限20万円） 通年 通年
（採択決定から概
ね6ヵ月以内）

https://open-
labo.city.kyoto.lg.jp/

総合企画局
国際都市共創推進室

「京都市定住・移住応援
団」支援金（負担金）

本市への定住・移住を促進する。 本市への定住・移住につながる有効な取組
（情報発信やイベント開催など）

本市が行う定住・移住促進に向けた取組に
賛同する企業や団体等（京都市定住・移住
応援団への登録が必要）※所在地、規模な
どは問わない。

事業費用の2分の1の範囲で最大50万円。ただし、
提案内容の合理性や説得性、発展性等、総合的な
観点から特に優れた事業については、最大100万
円。

通年 通年 https://www.sumunaramiya
ko.city.kyoto.lg.jp/oend
an/

総合企画局
人口戦略室

宿泊税特別徴収義務者へ
の事務補助金

宿泊税の特別徴収の事務に要する経費の
一部を補助し、併せて納期内納入の意欲
の高揚を図る。

宿泊税の特別徴収 宿泊税の特別徴収義務者 交付対象期間に特別徴収義務者が営むすべての施
設において、期限内に申告及び全額納入をした宿
泊税額の合計額に0.035を乗じた額

令和7年7月15日～同年8月29日 令和6年3月分（4
月申告納付分）～
令和7年2月分（3
月申告納付分）

https://www.city.kyoto.l
g.jp/gyozai/page/0000286
640.html
（令和7年7月頃更新予定）

行財政局
市税事務所
法人諸税室

Arts Aid KYOTO 京都市
連携・協働型文化芸術支
援制度補助金「通常支援
型」「事業認定型」

持続的な文化芸術の発展に資する文化芸
術関係者の活動を支援する。

京都市内で行われる文化芸術事業（その他条
件あり）

文化芸術活動をする個人、グループ又は団
体等（その他条件あり）

事業に要した経費のうち補助対象経費の額及び申
請金額の範囲内で以下のとおり。

＜通常支援型＞
　未定
　※令和6年度は上限100万円、20万円、10万円の3
枠

＜事業認定型＞
　事業に対して得られた寄付金等の合計額の7割以
内（金額上限なし）

＜通常支援型＞
令和7年5月以降（未定）
※令和6年度は5月1日～6月7日まで

＜事業認定型＞
令和7年4月1日～令和8年1月31日

＜通常支援型＞
令和7年5月以降
（未定）

＜事業認定型＞
令和7年4月1日～
令和8年3月31日

https://www.city.kyoto.l
g.jp/bunshi/page/0000289
846.html

文化市民局
文化芸術企画課

京都市指定文化財等大規
模修理事業補助金

文化財の保護。 文化財保護事業のうち市指定・登録有形文化
財（建造物）の大規模修理事業

文化財所有者 左記事業に要する経費に一定率を乗じる
・市指定文化財
　補助率　2/3以内
　限度額　単年度当たり7,000万円
・市登録文化財
　補助率　1/2以内
　限度額　単年度当たり3,500万円

交付要望を受け付け、事業内容の
緊急性や必要性等を市で判断（審
査）のうえ、交付を決定（予算額
に達し次第終了）

交付決定日～令和
8年3月末

未定 文化市民局
文化財保護課

文化財保護事業補助金 文化財の保護。 文化財保護事業 文化財所有者 左記事業に要する経費に一定率を乗じる（上限：
要する経費の1/2以内）

随時相談を受け付け、事業内容の
緊急性や必要性を市で判断のう
え、交付を決定（予算額に達し次
第終了）

交付決定日～令和
8年3月末

https://www.city.kyoto.l
g.jp/bunshi/page/0000323
365.html

文化市民局
文化財保護課

京都市 連携・協働型文
化芸術支援制度補助金
（文化財保護・事業認定
型）

文化財保護事業を支援する。 文化財保護事業 文化財所有者等 文化財を保護し、市民の文化及び地域の文化の向
上及び発展に資することを目的として行う事業に
要した経費。
補助金の上限額は以下のとおりとし、交付額は補
助対象経費の額及び申請金額の範囲内とする。
・寄付金等の合計額の7割以内（金額上限なし）

＜事業認定型＞
令和7年3月12日～随時

＜事業認定型＞
交付決定日～令和
8年3月31日

https://www.city.kyoto.l
g.jp/bunshi/page/0000303
310.html

文化市民局
文化財保護課

京都市　公民連携型ス
ポーツ活動支援事業

市民スポーツ振興活動の支援を図る。 市内で実施するスポーツ振興事業で、対象に
市民を含み、身体的活動を行うスポーツ活動

①市内に所在地又は主な活動拠点を置くス
ポーツ団体
②市内で市民スポーツ振興に資する公共性
の高い事業を実施した実績を有するスポー
ツ団体

補助対象経費のうち、事業に対して得られた寄付
金の7割を上限として補助金を交付

令和7年4月1日～同年12月19日 令和7年4月1日～
令和8年3月31日

https://www.city.kyoto.l
g.jp/bunshi/page/0000329
318.html

文化市民局
市民スポーツ振興室
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令和7年4月1日時点　

事業の名称 交付の目的 交付対象事業 交付対象者 交付額の算定方法
募集
期間

事業
対象
期間

ＵＲＬ 所管局

中小企業ひと・しごと環
境魅力向上支援事業

企業活動を支える社員・従業員の育成
や、多様な担い手がいきいきと活躍でき
る就労環境整備等への支援と専門家によ
るサポートを併せて実施することで、地
域企業の成長・発展及び構造的な賃上げ
を目指すとともに、企業の魅力向上によ
る担い手確保・定着を推進する。

専門家による助言を通じて、経営課題や業務
課題を整理したうえで、企業の生産性や従業
員のエンゲージメントの向上のために行う以
下に掲げる事業
(1)従業員の人材育成・能力開発に資する事
業
(2)組織の活性化につながる外部人材の受入
れ及び新制度の導入に係る事業
(3)従業員の福利厚生及び安全衛生の向上に
資する事業
(4)多様な働き方の実現に資する事業
(5)多様な人材の採用・就労を促進する事業
(6)上記のほか、市長が必要と認める事業

以下のいずれにも該当する者
(1) 京都市内に主たる事業所を有する企
業・団体等又は個人事業主
(2) 雇用保険法（昭和49年法律第116号）
第5条第1項に規定する適用事業の事業主
(3) 市税の滞納がない事業主

補助対象経費の5分の4以内（上限60万円） 令和7年4月1日～同年6月16日 令和7年4月1日～
令和8年1月31日

https://www.city.kyoto.l
g.jp/sankan/page/0000339
356.html

産業観光局
産業企画室
ひと・しごと環境整
備担当

環境負荷の低減、衛生管
理の向上及び経営力の強
化に寄与する設備等の導
入に係る補助金

京都市中央卸売市場第一市場の機能の維
持及び向上を図る。

環境負荷の低減、衛生管理の向上及び経営力
の強化に寄与する設備等

場内事業者（卸売業者、仲卸業者、関連事
業者、仲卸業者及びそれらで構成される団
体（構成団体）等）

<卸売業者、構成団体>
補助対象経費の1/3。ただし、特に公共性が高いと
認められるものは1/2（上限5,000万円）
<仲卸業者、関連事業者等>
補助対象経費の1/2（上限1,000万円）

通年 通年 https://www.city.kyoto.l
g.jp/sankan/page/0000300
591.html

産業観光局
中央卸売市場第一市
場

京都市場発・輸出チャレ
ンジ支援事業補助金

場内事業者の輸出に関する取組を支援す
ることにより、京都市中央卸売市場第一
市場の集荷・販売力の強化を図る。

生鮮食料品等を輸出するに当たって必要とな
る経費

市場の卸売業者、仲卸業者 補助対象経費の1/2（上限50万円） 通年 通年 https://www.city.kyoto.l
g.jp/sankan/page/0000300
591.html

産業観光局
中央卸売市場第一市
場

京都発革新的医療技術研
究開発助成金

京都市内の大学研究者及び中小企業者を
対象に、今後成長が期待される再生医療
をはじめとするライフサイエンス分野に
おいて、新たな医療機器や医薬品等の創
出につながる研究開発に助成を行うこと
で、新規事業展開等の「きっかけ」を提
供し、市内ライフサイエンス産業の振興
を図る。

医療機器（医療機器プログラムを含む）・医
用材料、医薬品・診断薬、再生医療、健康・
介護・リハビリ機器等、すべてのライフサイ
エンス分野の研究開発

①市内に設置されている大学（短大・専門
学校を含む。）の研究者（市内で研究して
いる研究者に限る。）
②市内に事務所等主たる研究開発拠点を有
する中小企業者

補助対象経費の10／10以内
・大学研究者：上限100万円（間接経費を含む場合
は上限130万円）
・中小企業者：上限100万円

令和7年4月1日～4月25日 交付決定日から令
和8年2月28日

https://www.city.kyoto.l
g.jp/sankan/page/0000339
337.html

産業観光局
スタートアップ・産
学連携推進室

スマート社会実装化促進
事業補助金

「一般社団法人京都知恵産業創造の森」
が主体となり、成長分野として期待され
るエコ・エネルギー分野をはじめ、ICT
等の先端テクノロジーを活用し、あらゆ
る人が快適に暮らせる「スマート社会」
の実現を目指すため、新たなサービスや
技術の開発等のイノベーションの構築を
図る。

フィージビリティスタディ（FS）タイプ：
エコ・エネルギー分野だけではなく、IoT、
AIを活用するICT分野における課題の解決に
寄与する市場調査や普及・促進等に資するビ
ジネスモデルの構築等

製品開発事業タイプ：環境・エネルギー分野
において、事業化・市場参入に向けた試作・
製品開発事業

京都府内に事業所を有する中小企業者等 補助対象経費の1/2以内（上限500万円） 未定 未定 未定 産業観光局
スタートアップ・産
学連携推進室

京都市産学公連携医療イ
ノベーション創出支援施
設活用推進事業補助金

ライフサイエンス分野における研究開発
に取り組む中小企業者の成長を支援し、
本市産業の活性化を図る。

賃貸室の入居に要する経費 京都大学医薬系総合研究棟「イノベーショ
ンハブ京都」へ入居する中小企業者

賃貸室1㎡当たり月額500円（上限50㎡まで） 随時 交付決定日～翌年
3月末

https://www.city.kyoto.l
g.jp/sankan/page/0000306
220.html

産業観光局
スタートアップ・産
学連携推進室

世界に羽ばたく社会課題
解決型スタートアップ創
出プロジェクト

グローバル展開の可能性を有するスター
トアップ等の創出・成長を支援し、京都
経済の活性化、都市の成長を図る。

海外展開や社会課題に挑戦するスタートアッ
プの製品開発や調査費用　等

○STEP-UP部門
創業からシリーズA（シリーズBに至ってな
い）までの段階のスタートアップ（創業10
年未満の中小企業者）

○創業支援部門
創業前の起業家及び創業２年未満のスター
トアップ（指定期日までの創業が要件）

○STEP-UP部門
補助対象経費の2/3以内（上限200万円）

○創業支援部門
補助対象経費の2/3以内（上限50万円）

未定
（参考）令和6年度
令和6年10月18日～11月19日

未定
（参考）令和6年
度
令和7年4月1日～
令和8年2月28日

未定
（参考）令和6年度
https://www.city.kyoto.l
g.jp/sankan/page/0000333
785.html

産業観光局
スタートアップ・産
学連携推進室
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令和7年4月1日時点　

事業の名称 交付の目的 交付対象事業 交付対象者 交付額の算定方法
募集
期間

事業
対象
期間

ＵＲＬ 所管局

賃貸用事業施設等立地促
進制度補助金

オフィス・ラボ誘導地区内における大規
模なテナントオフィスビル及び本市の区
域内におけるレンタルラボ施設の立地を
促進することで、本市への企業の立地を
促進し、もって本市の産業の振興及び本
市における労働者の雇用の創出を確保す
る。

①オフィス・ラボ誘導地区内における、賃貸
用オフィス部分の床面積が、3,000㎡以上の
テナントオフィスビルの新増設等
②賃貸用ウェットラボの新増設等

補助対象事業に係る固定資産の固定資産税
及び都市計画税を納税する法人又は個人

賃貸用オフィス／賃貸用ウェットラボの新増設等
に伴い取得した固定資産に係る固定資産税及び都
市計画税相当額（5年分、上限3億円）

通年 通年 https://www.city.kyoto.l
g.jp/sankan/page/0000310
204.html

産業観光局
企業誘致推進室

企業立地促進制度補助金
(本社・工場等新増設等
支援制度、市内初進出支
援制度、お試し立地支援
制度)

市内における企業の立地を促進し、21世
紀の本市の基幹産業の育成及び集積を図
るなど、本市の産業基盤を強化するとと
もに、雇用の場を確保する。

①本社機能を有する事務所・工場等の新増設
等
②オフィス等の設置
③シェアオフィス等の利用

①製造業等を営む企業
②市内初進出企業
③市内初進出を検討する企業

①本社・工場等の新増設等に伴い取得した固定資
産に係る固定資産税及び都市計画税相当額の100～
150％（最大3年分、上限1億円）、埋蔵文化財発掘
調査費相当額の50％（上限2,500万円）、市内居住
の従業員の増加数に応じた額（市内初進出企業の
場合のみ・2年分・上限5,000万円）
②市内居住の従業員の増加数に応じた額（2年分・
上限5,000万円）
③シェアオフィス等の利用料及び交通費相当額の
50％（それぞれ最大上限50万円）

通年 通年 https://www.city.kyoto.l
g.jp/sankan/page/0000310
196.html

産業観光局
企業誘致推進室

京都型グローバル・ニッ
チ・トップ企業育成補助
金

市内において中小企業の育成を図り、
もって本市における経済の健全な発展に
寄与する。

事業所の新増設 ・Aランク認定企業
・オスカー認定企業
・目の輝き認定企業　など

事業所の新増設に伴い取得した固定資産に係る固
定資産税及び都市計画税相当額（最大3年分、上限
1億円）、埋蔵文化財発掘調査費相当額の50％（上
限2,500万円）

通年 通年 https://www.city.kyoto.l
g.jp/sankan/page/0000310
196.html

産業観光局
企業誘致推進室

新事業創出型事業施設活
用推進補助金

市域内における中小企業等の研究開発、
製品開発等を促進を図り、本市の産業の
活性化と発展に寄与する。

独立行政法人中小企業基盤整備機構が運営す
る京大桂ベンチャープラザ（北館／南館）、
クリエイション・コア京都御車への入居

独立行政法人中小企業基盤整備機構が運営
する京大桂ベンチャープラザ（北館／南
館）、クリエイション・コア京都御車に入
居する個人又は団体。

入居者の補助区分に応じて1㎡当たり500円～1,650
円／月（上限100㎡）

通年 通年 https://www.city.kyoto.l
g.jp/sankan/page/0000296
641.html

産業観光局
企業誘致推進室

ベンチャー企業等ステッ
プアップ支援事業補助金

公的インキュベート施設退去企業の市外
移転を防止するとともに、企業の成長を
加速させることにより、自立した市内立
地の促進に寄与する。

京都リサーチパークへの入居 京大桂ベンチャープラザ（北館／南館）、
クリエイション・コア京都御車、京都市成
長産業創造センター（ACT京都）、イノ
ベーションハブ京都を退去し、京都リサー
チパークに入居する個人又は団体、

京都リサーチパークへの入居に係る賃借料及び共
益費相当額経費のうち、下記の割合
1年目　 ：20％
2～3年目：10％
4～5年目： 5％
（上限200㎡）

通年 通年 － 産業観光局
企業誘致推進室

グローバル・ニッチ・
トップ企業創出プロジェ
クト

従業員のノウハウ、ネットワーク、資金
の不足等により、海外展開の検討・計画
の策定や製品開発等ができていない中小
企業が、円滑に海外へ進出できるよう支
援を図る。

グローバルな事業展開が期待される製品の市
場調査や展示会出展、製品開発等

市内に事業所等を有する中小企業者 補助対象経費の1/2以内（単独申請：上限160万
円、グループ申請：上限240万円）

未定 未定 未定 産業観光局
地域企業振興室

〇デジタル

https://www.city.kyoto.l
g.jp/sankan/page/0000339
111.html

〇DX

https://www.city.kyoto.l
g.jp/sankan/page/0000339
157.html

産業観光局
地域企業振興室

〇デジタル化推進
プロジェクト
・デジタル導入枠
交付決定通知日か
ら
令和7年12月26日
まで

・デジタル展開枠
交付決定通知日か
ら
令和8年1月30日ま
で

〇DXモデル構築プ
ロジェクト
交付決定通知日か
ら
令和9年2月26日ま
で

デジタル化・DX推進プロ
ジェクト

市内中小企業の経営環境が厳しい中、持
続可能な経営に向けては、デジタル化の
取組による販路拡大や生産性向上及び、
社会のニーズを基に、製品やサービス、
ビジネスモデルを変革するとともに、競
争上の優位性を確立するDXの取組を促進
することにより、京都経済の活性化に繋
げる。

ITツール等を導入するための経費 （１）京都市内に主たる事業所又は事業拠
点を有する中小企業等
（２）主たる事務所を京都市内に設けてい
る中小企業等で構成する団体

〇デジタル化推進プロジェクト
　・デジタル導入枠
　　補助金交付上限：40万円、補助率：4/5以内
　・デジタル展開枠
　　補助金交付上限：100万円、補助率：2/3以内

〇DXモデル構築プロジェクト
　・補助金交付上限：3,000千円、補助率1/2以内

〇デジタル化推進プロジェクト
　令和7年3月26日から
　令和7年4月25日まで

〇DXモデル構築プロジェクト
　令和7年3月26日から
　令和7年5月30日まで
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令和7年4月1日時点　

事業の名称 交付の目的 交付対象事業 交付対象者 交付額の算定方法
募集
期間

事業
対象
期間

ＵＲＬ 所管局

グローバル展開支援中堅
企業創出プロジェクト
DXによる生産性向上支援

人口減少により、国内市場が縮小する
中、グローバル企業・中堅企業の育成を
図るためには、海外市場の獲得を視野に
入れた成長支援策が重要なことから、海
外市場の販路拡大や国内外企業との協業
の促進、DXによる生産性向上等を支援す
ることにより、次代の京都を牽引するグ
ローバル企業・中堅企業を創出すること
を図る。

海外市場の獲得・拡大を見据えた、AIや
IoT、ロボット導入等により製造ラインや組
織体制の変革等に係るDX化を行うための経費

市内に拠点を有し、製造業を営む中小企業 補助金交付上限：5,000千円、補助率1/2以内 未定 未定 未定 産業観光局
地域企業振興室

商店街エネルギー環境整
備事業

商店街の安心・安全な買い物環境を維
持・継続するため、アーケードや街路灯
等の共同施設における省エネルギー化等
の取組を支援する。

アーケードや街路灯など商店街の共同施設に
おけるLED化等の省エネルギー化や太陽光発
電設備の導入等の創エネルギーの取組

商店会（勉強会を受講した団体に限る。） 補助対象経費の4/5以内で省エネ事業600万円、創
エネ事業1,300万円を上限とする

勉強会の受付:令和7年4月1日～4月
30日
補助申請受付:令和7年6月初旬(予
定)～約3週間程度

未定 https://www.city.kyoto.l
g.jp/sankan/page/0000339
020.html

産業観光局
地域企業振興室

商店街等環境整備事業補
助金

商店街等が取り組む共同施設等の整備事
業に対し助成を行うことにより、地域特
性に応じた商業振興を促進する。

①施設設置・改修事業
②空き店舗対策事業
③街路灯撤去事業

①商店会、小売市場、これらの連合体及び
地域商業ビジョン推進団体
②商店会、地域商業ビジョン推進団体
③商店会

・国庫補助を受けずに実施する場合
①補助対象経費の1/3以内で上限200万円
②補助対象経費の1/3以内で上限500万円
③補助対象経費の1/3以内で上限200万円
・国庫補助を受けて実施する場合
①補助対象経費の1/9以内で上限200万円
②補助対象経費の1/9以内で上限500万円
③補助対象経費の1/9以内で上限200万円

令和7年4月1日～6月20日 令和7年4月1日～
令和8年3月31日

https://www.city.kyoto.l
g.jp/sankan/page/0000339
020.html

産業観光局
地域企業振興室

商店街街路灯電力料補助
金

市内商店街における快適かつ安全な買物
環境と治安の向上を図る。

商店会において設置した街路灯の電力料 商店会 商店街街路灯の設置状況（アーケードの有無、設
置距離）により、各商店街の交付限度額を算出

令和8年1月～同年2月頃（予定） 令和7年1月1日～
令和7年12月31日

未定 産業観光局
地域企業振興室

商店街コラボ創出事業 スタートアップをはじめとする民間事業
者等と商店街との連携を促進し、消費創
出等の新たな取組を支援するとともに、
空き店舗等を活用したスタートアップ拠
点づくりを進めることで、商店街、地域
の活性化を図る。

①新消費創出促進事業
②空き店舗等を活用したスタートアップ拠点
設置実証事業

①商店街、スタートアップ等の民間事業
者、その他団体など
②スタートアップ等

①補助率1/2（上限100万円）
※人口減少対策や子育て支援等地域の課題解決に
つながる公益性を有する取組は、補助率2/3（上限
100万円）
②補助率2/3（上限400万円）

未定 原則、令和8年4月
1日～令和9年3月
31日

未定 産業観光局
地域企業振興室

伝統産業新商品開発・販
路開拓支援事業補助金

インバウンド需要の増加等を見据えて新
たな事業展開を行う伝統産業事業者に対
して、新商品開発に向けた原材料・道
具・設備の導入や、国内外での新たな販
売機会の創出に向けた取組を支援する。

・新商品開発に資する、道具・原材料等の購
入及び伝統産業製品等の製造工程に直接関わ
る設備の新設、更新、改修（税抜30万円未満
のもの）
・国内外での新たな販売機会創出に資する展
示会・販売会への出展等

本市が指定する伝統産業74品目に携わる組
合等又は事業者（本市の区域内に本店又は
主たる事務所を有する法人又は本市の区域
内の店舗、事務所等で事業を営む個人事業
主）

補助対象経費の4/5以内（上限は以下のとおり）
・組合等：25万円（海外での販売機会創出の場合
は38万円）
・法人：10万円（海外での販売機会創出の場合は
15万円）
・個人事業主：5万円（海外での販売機会創出の場
合は8万円）

令和7年3月31日～5月31日 令和7年2月1日～
令和8年1月31日

https://www.city.kyoto.l
g.jp/sankan/page/0000338
721.html

産業観光局
クリエイティブ産業
振興室

伝統産業未来構築事業補
助金

伝統産業従事者が他分野との連携等によ
り、現代のライフスタイルに合わせたも
のづくりや販路の開拓・拡大、担い手の
育成等の先進的な取組を推進し、世界に
誇る京都の伝統産業を未来に継承・発展
させ、持続可能な社会を構築していく。

業界団体等が自主的に又は他分野の事業者等
と連携し、意欲的に取り組む下記の事業

・販路開拓・拡大
・新商品開発
・後継者の確保・育成、技術継承、確保が困
難な道具・部品対策
・海外展開に繋がる事業

産地組合等の伝統産業関係団体又は本市伝
統産業に従事する方を含むグループ（3名
以上）

補助対象経費の1/2以内（上限100万円　ただし、
海外展開に繋がる事業については上限150万円）

令和7年4月1日～同年5月16日 令和7年4月1日～
令和8年3月31日

https://www.city.kyoto.l
g.jp/sankan/page/0000339
384.html

産業観光局
クリエイティブ産業
振興室

伝統産業設備改修等補助
金

伝統産業の継承及び発展を図るに当た
り、伝統産業製品等の製造に支障が生じ
ることを防ぐ。

老朽化や法令等の改正等により、原則として
1件につき30万円（税抜）以上の費用を要す
る設備等の改修、更新及び新設

※要綱改正により平成30年度よりリース、レ
ンタルは含まない

伝統産業製品等を市内で製造する中小企業
者又は組合

補助対象経費の1/3以内（上限200万円）
ただし、新規雇用や新商品開発につながる設備の
新設については、補助対象経費の1/2以内（上限
200万円）

令和7年4月1日～同年5月31日 令和7年4月1日～
令和8年3月31日

https://www.city.kyoto.l
g.jp/sankan/page/0000339
416.html

産業観光局
クリエイティブ産業
振興室
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令和7年4月1日時点　

事業の名称 交付の目的 交付対象事業 交付対象者 交付額の算定方法
募集
期間

事業
対象
期間

ＵＲＬ 所管局

京都市農業経営安定支援
事業

エネルギー価格をはじめとする物価高騰
等が農業の生産活動に影響を及ぼす中、
収益改善や供給力強化に取り組む農業者
等の農業経営安定を図る。

農業経営改善や供給力強化に資する機器・設
備の導入又は修繕等に係る経費の補助
1　生産増・コスト低減につながる機器・設
備の導入又は修繕等経費
（1）農業用機械・設備
（2）水中ポンプ施設（施工費含む）
（3）鳥獣被害防護柵（今回、施工費も対
象。（資材のみも可））
2　流通・販売の改善につながる機器・設備
の導入又は修繕等経費
（1）出荷・調製・加工に係る機器・設備
（2）販売に係る機器・設備

認定農業者又は認定新規就農者
（農業経営基盤強化促進法に規定する計画
（認定農業者は農業経営改善計画、認定新
規就農者は青年等就農計画）の認定を受け
た農業者。）
※事業報告時点で京都市在住、もしくは、
京都市内に営農地がある以下のいずれかに
よる認定を受けている方を対象とする。
＜京都市長、京都府知事、近畿農政局長、
農林水産大臣＞
ただし、経営開始資金又は農業次世代人材
投資資金（経営開始型）の交付期間中のた
め農業経営改善計画の認定を受けられない
方も、本事業の対象者とする。

補助対象経費の4/5以内
補助上限（個人）100万円
　　　　（法人）150万円

令和7年4月14日～令和7年6月13日
※当日消印有効

令和7年3月1日～
令和8年1月31日

https://www.city.kyoto.l
g.jp/sankan/page/0000338
417.html

産業観光局
農林振興室

京都市林業経営安定支援
事業

エネルギー価格をはじめとする物価高騰
等が林業の生産活動に影響を及ぼす中、
経営力向上に意欲的に取り組む林業者等
の林業経営安定を図る。

補助対象者において、次に掲げる取組のいず
れかを行うために必要な機器・設備の導入又
は施設の整備
・生産量の増加
・森林整備面積の増加
・生産性の向上
・経営コスト縮減

（1）市内に在住又は主たる事業所を有
し、市内の森林において、造林、保育、素
材生産等の林業生産活動を実施する者（森
林作業道の開設等土木作業のみに従事して
いる者は除く。）であって、ア～オのいず
れかに該当する者
ア 林業労働力の確保の促進に関する法律
（平成8年法律第45号）第5条に基づく計画
の認定を受けた事業主
イ 森林経営管理法（平成30年法律第35
号）第36条に基づく経営管理実施権の設定
を受けることを希望する民間事業者
ウ 新たな森林経営担い手支援事業の補助
金の交付を受けた事業者
エ 林業生産活動を行う者で組織され、中
小企業等協同組合法（昭和24年法律181
号）の規定に基づき設立された事業協同組
合
オ 前各号に掲げる者のほか、令和5年分又
は令和6年分の税務申告をした林業者
（2）市内に主たる事業所を有する原木市
場

補助対象経費の4/5以内（上限800万円） 令和7年4月10日～令和7年5月30日
17時まで

令和7年3月1日～
令和8年2月27日

https://www.city.kyoto.l
g.jp/sankan/page/0000338
334.html

産業観光局
農林振興室

みやこ杣木普及促進事業
補助金

みやこ杣木の利用促進及び普及啓発を図
る。

店舗等の新築又は増改築等において「みやこ
杣木（京都市認証木材）」を活用する事業

市内の店舗等の所有者等 店舗等の新築又は増改築等
みやこ杣木及びみやこ杣木製品の購入費の1/2（上
限額1,600千円）
みやこ杣木製品の購入に対する補助額は、みやこ
杣木の購入に対する補助額を超えない範囲とす
る。

未定
（参考：令和6年度）
令和6年4月25日～令和7年1月17日

未定
（参考：令和6年
度）
令和6年4月25日～
令和7年2月14日

https://www.city.kyoto.l
g.jp/sankan/page/0000311
602.html

産業観光局
農林振興室

森林の応援団づくり事業 森林の利活用や森林保全活動の促進につ
ながる民間のプロジェクトのスタート
アップ支援

京都市内の森林資源や森林空間等を活用した
商品やサービス等を提供する事業のうち、新
規又は規模を拡大して実施する事業

京都市内の森林資源や森林空間等を活用し
た商品やサービス等を提供する事業を行う
者

ふるさと納税型クラウドファンディングにより資
金調達
補助率100％（上限額1,000千円）

令和7年4月1日～5月12日 下記①、②の選択
制
①令和7年12月頃
～令和8年3月下旬
（予定）
②令和8年4月頃～
令和9年3月下旬
（予定）
※寄付募集は令和
7年度中に実施

https://www.city.kyoto.l
g.jp/sankan/page/0000338
370.html

産業観光局
農林振興室

林業の担い手育成・確保
対策事業

森林管理における事故の未然防止対策の
強化による、林業に携わる担い手の確保
を図る。

安全対策物品及び機械器具を購入する事業 ・市が開催する林業の安全衛生教育講習の
受講者（又は受講見込者）で、森林所有
者、森林管理者、林業従事者
・講習を受講した林業従事者が所属する林
業事業体

安全対策物品及び機械器具の購入費の1/2（上限
150千円）

未定
（参考：令和6年度）
令和6年12月23日～令和7年2月28日

未定
（参考：令和6年
度）
交付決定日～令和
7年3月25日

https://www.city.kyoto.l
g.jp/sankan/page/0000335
429.html

産業観光局
農林振興室

建築物の太陽光発電設備
等上乗せ設置促進事業補
助金

京都市が定める基準を超えて太陽光発電
設備を設置する場合に、その設置費用を
支援することで、再エネ導入を加速化さ
せ、CO2削減量の上積みを図る。

太陽光発電設備及びそれに付帯する設備とし
ての蓄電池の設置

京都市内の延べ床面積10m2以上の建築物
（延べ床面積300m2未満の戸建て住宅を除く）
において、太陽光発電設備を、京都市が定める
基準量を１kw以上上乗せして設置する民間事
業者又は個人
※その他の条件あり

＜太陽光発電設備＞
5万円/kw(基準量分も対象)
補助上限：900万円（その他、設備設置費用に係る
上限あり）

＜蓄電池（上記太陽光発電設備に付帯する設備）
＞
設備を設置する費用の1/3
補助上限：100万円（災害時に地域で電力を提供す
る場合は、上限200万円）

令和7年4月10日～令和8年1月30日
（予算額に達し次第終了）

交付決定日から令
和8年2月28日

https://www.city.kyoto.lg.jp/k
ankyo/page/0000303902.htm
l

環境政策局
地球温暖化対策室
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令和7年4月1日時点　

事業の名称 交付の目的 交付対象事業 交付対象者 交付額の算定方法
募集
期間

事業
対象
期間

ＵＲＬ 所管局

運送事業者向け車両の脱
炭素化モデル支援事業補
助金

京都市内の自動車運送事業者が次世代自
動車を購入（リース含む）する際に必要
な経費の一部を補助することで、自動車
運送事業におけるEV等導入時の運用事例
を創出し、事業者に周知・啓発を図るこ
とで、脱炭素化を促進する。

対象車種
・EVトラック
・HVトラック
・EVバス
・EVタクシー
※要件あり

・貨物運送事業者
・バス事業者
・タクシー事業者
・自動車リース会社
※その他の条件あり

＜EVトラック＞
標準的燃費水準車両との差額の1/9
上限30万円
＜HVトラック＞
標準的燃費水準車両との差額の1/8
上限20万円
＜EVバス＞
標準的燃費水準車両との差額の1/9
上限40万円（中・大型）
　　30万円（小型）
＜EVタクシー＞
定額20万円
※その他の条件あり

＜トラック＞
① 貨物運送事業者のうち市が定め
る特定事業者でない者※
令和7年4月1日～令和8年3月14日
② ①以外の貨物運送事業者
令和7年7月1日～令和8年3月14日
＜バス＞
① バス事業者のうち、全ての個人
事業主又は事業者※
令和7年4月1日～令和8年3月14日
② 上記以外のバス事業者
令和7年7月1日～令和8年3月14日
＜タクシー＞
① タクシー事業者のうち市が定め
る特定事業者でない者※
令和7年4月1日～令和8年3月14日
② ①以外のタクシー事業者
令和7年7月1日～令和8年3月14日

※これまでに本補助金の交付を受
けたことがある使用者は除く。
（予算額に達し次第終了）

交付決定日から令
和8年3月24日

https://www.city.kyoto.l
g.jp/kankyo/page/0000325
007.html

環境政策局
地球温暖化対策室

（京都市）

https://www.city.kyoto.l
g.jp/kankyo/page/0000324
621.html

（（一社）京都知恵産業創
造の森）

https://chiemori.jp/smar
t/support/y2024/r6_kouko
uritsukiki.html

※　令和6年分

京都市脱炭素先行地域づ
くり事業補助金
※補助金の対象地域のう
ち、商店街エリアの取組
について記載。

補助対象者が補助対象事業を実施する際
に、その経費の一部を補助することによ
り、環境省が公募する「脱炭素先行地
域」に選定された京都市の計画において
対象とする地域における再生可能エネル
ギーの導入等の脱炭素化を推進すること
を目的として交付する。

・太陽光発電設備
・蓄電池
・高効率空調機器
・高機能換気設備
・高効率照明機器
・高効率給湯機器
・コージェネレーションシステム
※　設備・機器ごとに要件あり

市計画に基づき、対象地域で商店街エリア
に関する取組を実施する以下の者
ア 商店街振興組合
イ 商店街振興組合に加盟する個人又は法
人
ウ ア及びイが入居する建築物の所有者

補助対象経費（税抜き）の2/3
上限300万円

未定（令和7年5月頃～令和8年1月
頃）

交付決定日から令
和8年2月頃（実績
報告書提出期限
日）

https://zerocarbonkyoto.
city.kyoto.lg.jp/

環境政策局
地球温暖化対策室

令和7年度京都市賃貸住
宅における備付家電の買
換え・省エネ促進事業補
助金（仮称）

賃貸住宅の所有者が備え付けている家電
（エアコン）を対象に、省エネ性能が高
い機器への買換えを支援するとともに、
住宅の省エネ性能の表示を促進すること
により、電気代の軽減やCO2排出量の削
減を推進する。

高効率空調機器への更新 賃貸住宅の所有者 補助対象経費の1/3
補助上限5万円

令和7年5月1日～令和7年12月末(予
定)

令和7年4月1日～
令和8年3月31日
（予定）

（調整中） 環境政策局
地球温暖化対策室

資源物店頭回収促進助成
金

事業者が自ら運営する店舗において実施
する、市民を対象とした資源物の回収を
支援し、資源循環を促進する。

資源物の再生利用を目的として、市内で店頭
回収を実施するに当たって、必要となる回収
容器等の購入及び設置

市内に店舗を有している物品小売事業者 回収容器等の購入や設置に係る経費の総額の2分の
1。限度額は、新たに回収する資源物１品目につ5
万円。ただし、3品目を超える場合は、限度額を15
万円とする。（限度額は1店舗当たりの上限）

令和7年4月1日～令和7年12月26日
（予算額に達し次第終了）

令和7年4月1日～
令和8年3月31日

https://www.city.kyoto.l
g.jp/kankyo/page/0000329
487.html

環境政策局
資源循環推進課

コミュニティ回収助成金 地域住民による自主的な資源物の集団回
収を支援し、家庭系一般廃棄物の減量及
び資源の有効活用を促進する。

コミュニティ回収制度に基づく資源物の定期
的な回収の実施

コミュニティ回収を実施する住民団体及び
マンションの所有者・管理会社

集団回収実施に要する経費として、住民団体につ
いては上限1万5千円まで、マンション所有者・管
理会社については上限5万円（マンションの1棟目
は1万5千円、2棟目以降は1棟増えるごとに5千円加
算し、最大8棟まで）まで助成。ただし、年度途中
の新規登録については、登録月に応じて助成額を
調整

令和7年4月1日～令和8年3月31日
（予算額に達し次第終了）

令和7年4月1日～
令和8年3月31日

https://www.city.kyoto.l
g.jp/kankyo/page/0000029
098.html

環境政策局
まち美化推進課

環境政策局
地球温暖化対策室

中小事業者の高効率機器
導入促進事業補助金

市内中小事業者が行う省エネ改修に係る
費用を一部補助することで、中小事業者
の脱炭素化を促進する。

・高効率空調機器への更新
・高機能換気設備への更新
・高効率照明機器への更新
・高効率給湯機器への更新
※　設備・機器ごとに要件あり

京都市地球温暖化対策条例に基づく準特定
事業者（京都市内に1,000平米以上の事業
用建築物を所有する者）、中小企業等

※その他の条件あり

（予定）
補助対象経費の1/2
上限200万円
下限50万円

令和7年6月中旬～8月末まで（予
定）

交付決定日（9月
下旬頃）から令和
8年1月31日（予
定）
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令和7年4月1日時点　

事業の名称 交付の目的 交付対象事業 交付対象者 交付額の算定方法
募集
期間

事業
対象
期間

ＵＲＬ 所管局

使用済てんぷら油回収事
業助成金

地域住民等の家庭系使用済てんぷら油の
回収を支援し、家庭系一般廃棄物の減量
及び資源の有効活用を促進する。

家庭系使用済てんぷら油の定期的な回収の実
施

回収を実施する個人又は団体 回収拠点数に応じて年額5千円～2万円を助成（年
度途中の新規登録については、登録月数に応じて
年額に乗率を掛けて助成額を調整）

令和7年4月1日～令和8年3月31日
（予算額に達し次第終了）

令和7年4月1日～
令和8年3月31日

https://www.city.kyoto.l
g.jp/kankyo/page/0000061
897.html

環境政策局
まち美化推進課

観光トイレ助成金 観光客を温かく迎える環境整備の一環と
して、民間施設のトイレを、観光トイレ
として観光客及び市民に広く開放してい
ただく取組を推進する。

観光トイレの維持管理 観光トイレ所有者 1箇所につき1年当たり22万円上限 令和7年4月1日～令和8年3月31日
（予算額に達し次第終了）

令和7年4月1日～
令和8年3月31日

https://www.city.kyoto.l
g.jp/kankyo/page/0000193
916.html

環境政策局
まち美化推進課

観光トイレ助成金 観光客を温かく迎える環境整備の一環と
して、民間施設のトイレの洋式便器化
等、快適性向上の取組を推進する。

観光トイレの施設整備 観光トイレ所有者 1か所につき1年当たり300万円上限（新設や洋式便
器化等の工事費の2分の1の金額。洋式便器の新規
設置を含まない場合、200万円上限）

令和7年4月1日～令和8年3月31日
（予算額に達し次第終了）

令和7年4月1日～
令和8年3月31日

https://www.city.kyoto.l
g.jp/kankyo/page/0000193
916.html

環境政策局
まち美化推進課

生活介護及び共同生活援
事業所用施設改造費助成

重度障害のある方の日中活動及び住まい
の場として重要な役割を担う、生活介護
及び共同生活援助の設置促進。

対象施設について、医療的ケアが必要な方
や、強度行動障害のある方の受入れを目的と
して行う事業所の改造工事費

本市域内にある生活介護事業所及び共同生
活援助事業所（グループホーム）

生活介護：上限額600万円（補助率3/4）
共同生活援助：上限額200万円（補助率3/4）

各年度4月1日～翌年3月31日 各年度4月1日～翌
年3月31日

― 保健福祉局
障害保健福祉推進室

重度障害者等利用事業所
支援補助金

重度障害者及び視覚・聴覚言語障害者の
利用枠の確保・拡大とサービス水準の維
持・向上を図る。

日中活動系サービス(生活介護、自立訓練、
就労移行支援、就労継続支援)

日中活動系サービスを実施する事業所 補助単価（予算によって変動）×補助対象職員数
（年間）
※補助対象職員数は事業所の人員配置状況によ
る。
※医療的ケア者の新規受入れに係る経費につい
て、別途算定（補助率3/4　上限150万円）

各年度5月上旬頃～5月末 各年度4月1日～翌
年3月31日

https://www.city.kyoto.l
g.jp/hokenfukushi/page/0
000244430.html

保健福祉局
障害保健福祉推進室

喀痰吸引等研修受講支援
事業補助金

喀痰吸引等研修の受講に係る費用の一部
を助成し、喀痰吸引等を必要とする障害
者及び障害児の支援体制の確保を図る。

社会福祉士及び介護福祉士法施行規則別表第
3に規定する基本研修又は実地研修

居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動
援護、生活介護、短期入所、重度障害者等
包括支援、自立訓練、就労移行支援、就労
継続支援又は共同生活援助を行う事業所

予算の範囲内で
①受講料等：合計額の1/2に相当する額と12,000円
とのいずれか低い額
②研修指示書の作成料：研修指示書作成に係る料
金と3,000円とのいずれか低い額

随時 各年度4月1日～翌
年3月31日

https://www.city.kyoto.l
g.jp/hokenfukushi/page/0
000221914.html

保健福祉局
障害保健福祉推進室

強度行動障害者支援事業 強度行動障害者の受入事業所を増やすと
ともに、強度行動障害者が安心して生活
し、定着できるよう、事業所への経費補
助を実施する。

強度行動障害のある利用者を受け入れる本市
内の施設入所支援、共同生活援助。
状態の悪化した強度行動障害を有する利用者
に関し広域的支援人材による集中的支援を受
けた事業所。

左記の施設及び事業所 ・準備的対応に要する経費：補助上限額30万円
・集中的対応に要する補助：
　施設入所支援：6千円/日（180日まで）
　共同生活援助：6千円/日（180日まで）
・広域的支援人材による集中的支援に対する補
　助：3万円/回

随時 各年度4月1日～翌
年3月31日

－ 保健福祉局
障害保健福祉推進室

公衆浴場確保対策補助金 公衆浴場確保のための特別措置法の趣旨
に基づき、公衆浴場を確保し、市民の健
康増進に寄与する。

施設や設備の新設又は修理 京都府公衆浴場業生活衛生同業組合 補助事業等に要した経費の1/2以内（上限新設50万
円、修理30万円）

各年度4月1日～翌年3月31日 各年度4月1日～翌
年3月31日

－ 保健福祉局
医療衛生企画課

鉱泉源保護設備補修等補
助金

鉱泉源の保護及び観光施設である温泉利
用施設の振興を図る。

鉱泉源の保護管理設備の補修等及び浴槽水の
レジオネラ属菌の検査

市内において温泉利用許可を受けた事業者 設備等の補修等に要した経費の1/2（上限10万円）
及びレジオネラ属菌を含む水質検査に要した経費
（上限1万5千円）

各年度4月1日～翌年3月31日 各年度4月1日～翌
年3月31日

https://www.city.kyoto.l
g.jp/hokenfukushi/page/0
000111717.html

保健福祉局
医療衛生企画課

重症心身障害児放課後等
デイサービス事業運営補
助金
（令和6年度。令和7年度
は事業名の変更を検討
中）

重症心身障害児の福祉の向上を図る。 重症心身障害児を主たる対象とする放課後デ
イサービス事業所の運営

対象要件を満たす事業者等 重症心身障害児の受け入れ人数に準じて算定 未定 未定 https://www.city.kyoto.l
g.jp/hagukumi/page/00002
29097.html

子ども若者はぐくみ
局
子ども家庭支援課

喀痰吸引等研修受講支援
事業補助金

重症心身障害児の福祉の向上を図る。 喀痰吸引等研修に係る経費 対象要件を満たす事業者等 喀痰吸引等研修に係る経費の一部 令和7年4月1日～令和8年3月31日 令和7年4月1日～
令和8年3月31日

https://www.city.kyoto.l
g.jp/hagukumi/page/00002
29102.html

子ども若者はぐくみ
局
子ども家庭支援課
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令和7年4月1日時点　

事業の名称 交付の目的 交付対象事業 交付対象者 交付額の算定方法
募集
期間

事業
対象
期間

ＵＲＬ 所管局

子どもの居場所づくり支
援事業補助金

貧困等による困難を抱える子どもたち
が、放課後等における食事や学習などを
通して、大人や地域とつながることで、
安心して過ごせる居場所づくりを進める
ことにより、子どもたちの孤立を防止
し、健康や生活習慣の向上を図る。

子ども食堂や学習支援等、子どもの居場所づ
くりに新たに取り組む団体の開設に係る初期
経費の一部

対象要件を満たす団体 取組に要する初期費用の一部 令和7年4月1日～令和8年3月10日 令和7年4月1日～
令和8年3月31日に
事業を開始

https://www.city.kyoto.l
g.jp/hagukumi/page/00003
38729.html

子ども若者はぐくみ
局
子ども家庭支援課

子どもの見守り活動支援
事業補助金

子どもの居場所づくりや子育て家庭への
食品配送事業等を行っている団体が、当
該活動を通じて実施する子どもの見守り
活動に係る経費を補助することにより、
地域で子どもや家庭を見守る体制を強化
する。

子どもの居場所づくりや子育て家庭への食品
配送事業等を通じて実施する子どもの見守り
活動等

対象要件を満たす事業者等 （1）全体見守り型補助金
月複数回実施：100千円
月1回程度実施：50千円

（2）個別支援型補助金
個別支援対象者数及び個別支援実績に応じて、上
限4,000千円

令和7年4月1日～令和7年4月25日 令和7年4月～令和
8年3月

https://www.city.kyoto.l
g.jp/hagukumi/page/00003
38173.html

子ども若者はぐくみ
局
子ども家庭支援課

密集市街地における京町
家の大規模修繕を促進さ
せるための計画策定支援

路地奥等の京町家の大規模な修繕又は模
様替を促進する。

密集市街地等に存する京町家でその敷地が建
築基準法の道路に接しないものの大規模修繕
等の計画及び設計

対象建築物の所有者等 左記事業に要する費用の1/2（上限200万円） 令和7年4月1日～
※年度途中で予算額に達した場合
は受付を終了

交付決定日～令和
8年3月15日

https://www.city.kyoto.l
g.jp/tokei/page/00003379
62.html

都市計画局
まち再生・創造推進
室

個別指定京町家維持修繕
補助金

京町家の保全及び継承を促進する。 京町家条例に基づく個別指定の京町家の日常
的な維持に係る工事

補助対象工事を行う者 左記事業に要する費用の1/2（上限20万円） 令和7年4月1日～
※年度途中で予算額に達した場合
は受付を終了

交付決定日～令和
8年3月15日

https://kyomachiya.city.
kyoto.lg.jp/repair/#2

都市計画局
まち再生・創造推進
室

指定京町家改修補助金 京町家の保全及び継承を促進する。 ・京町家条例に基づく個別指定の京町家の外
部改修工事、内部改修工事及び設備改修工事
・京町家条例に基づく指定地区内の京町家の
外部改修工事及び設備改修工事

補助対象工事を行う者 左記事業に要する費用の1/2（個別指定の京町家：
上限250万円)（設備及び内部改修工事について
は、それぞれ上限60万円）、指定地区内の京町
家：上限100万円（設備工事については、外部工事
の補助額を上限）

令和7年4月1日～
※年度途中で予算額に達した場合
は受付を終了

交付決定日～令和
8年3月15日

https://kyomachiya.city.
kyoto.lg.jp/repair/#2

都市計画局
まち再生・創造推進
室

伝統的建造物群保存地区
補助金

保存地区内の建造物等や伝統的建造物群
と一体をなす環境の保存、歴史的景観の
維持及び向上を図る。

保存地区内の建造物等修理・修景等に関する
工事

市内の事業者等及び個人 ・伝統的建造物の修理等の工事に要する費用の4/5
（上限600万円）
・その他の建築物等の修理等の工事に要する費用
の2/3（上限600万円）

工事を実施する前年度の4～5月頃 令和7年4月～概ね
同年12月末

https://www.city.kyoto.l
g.jp/tokei/page/00000810
43.html

都市計画局
景観政策課

市街地景観整備補助金及
び歴史的風致形成建造物
補助金

良好な都市環境の形成及び保全に資する
とともに、文化的資産である景観の将来
世代への継承並びに良好な歴史的環境の
維持及び向上を図る。

地区内等の建造物の修理・修景に関する工事 市内の事業者等及び個人 ・歴史的景観保全修景地区内の基準様式の建築物
等、界わい景観建造物及び重要界わい景観整備地
域内の基準様式の建築物等の修理等の工事に要す
る費用の2/3（上限600万円）
・景観重要建造物の修理等の工事に要する費用の
2/3（上限1,000万円）
・歴史的意匠建造物の修理等の工事に要する費用
の1/2（上限400万円）
・歴史的景観保全修景地区内の準様式の建造物等
の修理等の工事に要する費用の1/2（上限300万
円）
・重要界わい景観整備地域内の準様式の建築物等
の修理等の工事に要する費用の2/3（上限300万
円）
・歴史的風致形成建造物の修理等の工事に要する
費用の1/2（上限300万円）

工事を実施する前年度の4～5月頃 令和7年4月～概ね
同年12月末

https://www.city.kyoto.l
g.jp/tokei/page/00000810
43.html

都市計画局
景観政策課

京都市歴史的建築物保存
活用計画作成に係る補助
金

本市における歴史的建築物の保存及び活
用を促進する。

京都市歴史的建築物の保存及び活用に関する
条例に基づく保存活用計画の作成に係る一部
の費用

対象建築物の所有者 事業費の1/2（上限額：京町家等の木造2階建て以
下かつ200㎡以下は200万円，非木造及び上記以外
の木造は400万円）

令和7年4月1日～令和8年3月15日 交付決定日～令和
8年3月15日
（ただし、市長が
やむを得ないと認
める場合は、この
限りではない）

https://www.city.kyoto.l
g.jp/tokei/page/00002736
57.html

都市計画局
建築指導課

「まちの匠・ぷらす」京
町家・木造住宅　耐震・
防火改修支援事業

木造住宅及び京町家等の耐震・防火改修
を促進する。

木造住宅及び京町家等の耐震・防火改修工事
等

建築物の所有者 下記のいずれか低いほうの金額
⑴補助対象費用の80％
⑵補助対象工事ごとの上限金額とその合算

（補助上限額）
・木造住宅:200万円
・京町家：300万円

令和7年4月14日～令和8年1月31日 交付決定日～令和
8年3月31日
（ただし、市長が
やむを得ないと認
める場合は、この
限りではない）

https://www.city.kyoto.l
g.jp/tokei/page/00002352
94.html

都市計画局
建築安全推進課
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令和7年4月1日時点　

事業の名称 交付の目的 交付対象事業 交付対象者 交付額の算定方法
募集
期間

事業
対象
期間

ＵＲＬ 所管局

吹付けアスベスト除去等
助成事業

既存建築物のアスベストの除去等を促進
する。

吹付けアスベストの含有調査及び除去等 吹付けアスベストの含有調査又は除去等を
行う建築物の所有者

＜含有調査＞
　事業費の10/10（上限25万円）
＜除去等＞
　事業費の2/3（上限100万円）

令和7年4月1日～令和8年2月27日 交付決定日～令和
8年2月27日

https://www.city.kyoto.l
g.jp/tokei/page/00003244
85.html

都市計画局
建築安全推進課

京都市火災安全改修モデ
ル事業

既存建築物の防火・避難性の向上を促進
する。

住宅部分の床面積が全体の2分の1未満の階数
が3以上で、直通階段が一つである、屋内階
段に防火戸が設けられていないなど、二方向
避難の確保又は避難経路の防火・防煙対策が
不十分な既存建築物の、火災安全改修計画策
定及び改修工事

建築物の所有者 補助金交付決定後の計画の策定や調査設計計画に
要する費用、火災安全改修に該当する工事費用、
報告に係る費用等に対し、補助率100％（補助額の
上限 2,000万円）
※補助対象は原則1件

令和7年4月14日～令和7年6月20日 交付決定日～令和
8年3月31日
（ただし、市長が
やむを得ないと認
める場合は、この
限りではない）

https://www.city.kyoto.l
g.jp/tokei/page/00003082
65.html

都市計画局
建築安全推進課

指定保存樹等助成事業 保存樹等の保護育成のため、保存中の適
切な維持管理行為に対して助成し、市街
地の緑の保全及び緑化の推進を図る。

保存樹等指定に伴う市街地の緑保全事業 保存樹の所有者及び管理者等 左記事業の実施に要する費用の1/2（上限30万円） 通年 通年 － 建設局
みどり政策推進室

民間自転車等駐車場整備
助成金

自転車等の放置を防止し、道路、公園そ
の他の公共の場所の機能を保全するとと
もに、良好な都市環境の形成に資するた
め、自転車等駐車場の整備を促進する。

民間自転車等駐車場の整備 一般公共用自転車等駐車場を整備した個人
又は法人

自転車等駐車場設置のための建設費及び駐車器具
整備費の合計又は本市が定める標準整備費のいず
れか低い額の1/2（点数方式で評価し、点数に応じ
て助成額を段階的に設定する。上限600万円）

通年 交付決定日以降 http://www.city.kyoto.lg
.jp/kensetu/page/0000061
122.html

建設局
自転車政策推進室

鉛製給水管取替工事助成
金

鉛製給水管の布設替を促進する。 宅地内の給水装置（敷地境界から蛇口等ま
で）の鉛管を鉛以外の材質に取り替える工事

対象工事を行う個人、事業者 対象工事１件につき、当該工事に係る費用の1/2
（上限15万円）

令和7年4月1日～令和8年1月30日 工事が完了した日
から起算して1年
以内

https://www.city.kyoto.l
g.jp/suido/page/00002651
23.html

上下水道局
水道部
水道管路課

雨水貯留施設設置助成金 雨水流出抑制対策を推進する。 雨水貯留施設の設置 個人、市内の事業者 雨水貯留施設の購入及び設置の工事に要した費用
1基：3/4（上限37,500円（うち、設置工事費用限
度額10,000円））
※1建築物につき4基まで

令和7年4月1日～令和8年3月31日 購入した日から起
算して1年以内

https://www.city.kyoto.l
g.jp/suido/category/173-
5-1-0-0-0-0-0-0-0.html

上下水道局
下水道部
管理課

雨水浸透ます設置助成金 雨水流出抑制の推進、地下水保全を推進
する。

雨水浸透ますの設置 個人、市内の事業者 ・新設の場合
　1基：2万5千円（上限10万円）
・雨水ますからの取替えの場合
　1基：上限10万円（上限40万円）
※1建築物につき4基まで

令和7年4月1日～令和8年3月31日 設置した日から起
算して1年以内

https://www.city.kyoto.l
g.jp/suido/category/173-
5-1-0-0-0-0-0-0-0.html

上下水道局
下水道部
管理課

私道内共同排水設備設置
助成金

公共用水域の水質の保全及び水洗便所の
普及促進を図る。

私道内共同排水設備の共同設置 個人、市内の事業者 ・公共下水道の供用開始の告示日後1年までの間に
申請があったもの
　管理者が認定した額
・公共下水道の供用開始の告示日後1年を越えて申
請があったもの
　管理者が認定した額に2分の1を乗じて得た額
（当該額に1,000円未満の端数があるときはその部
分を切り捨て）

令和7年4月1日～令和8年3月31日 供用開始の告示後 － 上下水道局
下水道部
管理課

左京区まちづくり活動支
援事業

区民が自ら考え、提案し、行動するまち
づくり活動に対して、経済的な支援を実
施することにより、区民の自主的なまち
づくり活動を促すとともに、地域や区民
のニーズに対して、より的確で効果的な
取組が展開されることを目的としてい
る。

左京区内で自主的に取り組むまちづくり活動 既にまちづくり活動又は事業活動を行って
いるか、今後行おうとする、左京区に拠点
を有する団体
※営利企業等も含む。

1.地域活動部門
交付対象経費の1/2（上限20万円）
以下に該当する事業は、交付割合を交付対象経費
の2/3（上限）とする。
①自治会・町内会の運営の利便性向上、自治会・
町内会の活性化に向けた新たな取組
②定住移住促進・北部山間振興の取組
③防災力の向上の取組
④子どもはぐくみの取組
⑤大学、事業所等他主体との協働による取組
２.はじめる部門
左京区内で初めて自主的なまちづくり活動に取り
組む団体の活動
交付対象経費の4/5（上限15万円）

令和7年4月1日～5月9日 原則として交付決
定日（6月下旬予
定）～令和8年3月
31日

https://www.city.kyoto.l
g.jp/sakyo/page/00003390
42.html

左京区役所
地域力推進室
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令和7年4月1日時点　

事業の名称 交付の目的 交付対象事業 交付対象者 交付額の算定方法
募集
期間

事業
対象
期間

ＵＲＬ 所管局

中京区「世界一安心安
全・おもてなしのまち京
都　市民ぐるみ推進運
動」支援事業補助金

「誰もが安心安全に、笑顔で楽しく暮ら
し、観光できる、やさしさあふれるおも
てなしのまちづくり」に取り組む「世界
一安心安全・おもてなしのまち京都　市
民ぐるみ推進運動」の「中京区版運動プ
ログラム」に基づき、区民等が自主的・
主体的に行う防犯等に関する事業に対す
る補助を行う。

地域の防犯、子どもや女性、高齢者、観光旅
行者などの安全安心の確保に資する事業

地域団体、地域団体と連携して取組を実施
する事業者

対象事業に要する経費の3/4（上限10万円） 令和7年4月1日～令和7年6月30日 交付決定日以降 － 中京区役所
地域力推進室

山科まちづくりチャレン
ジ応援事業

山科区基本計画を推進するとともに、す
べての人に「居場所」と「出番」があ
り、誰もが幸せを感じ、互いにつなが
り、支え合い、生きがいを持って活躍で
きるウェルビーイングなまちを目指し、
山科に関わる一人ひとりの誰しもが、い
きいきと地域活動を担えるよう、山科区
内で新しく地域コミュニティの活性化や
まちづくりの活動にチャレンジをしよう
とする方を応援する。

①山科区内で実施されるものであること
②山科区基本計画に基づき、地域コミュニ
ティの活性化とともに、以下の目的に資する
新規事業であること
ア　自然を守り環境美化・保全を進める事業
イ　まちの魅力・観光を磨き高める事業
ウ　交通環境の利便性の向上につながる事業
エ　子どもと子育てを応援する事業
オ　障害のある方の社会参加を応援する事業
カ　健康寿命の延伸につながる事業
キ　地域のつながりを強める事業
ク　暮らしの安心・安全を高める事業
ケ　前各号に掲げるもののほか、区長が補助
金の交付を受けることが適当であると認める
事業
③既存の事業にはない、新しいチャレンジ要
素のある事業であること

山科区内で新しく地域コミュニティの活性
化やまちづくりの活動にチャレンジをしよ
うとする方（個人又は団体）

対象事業の実施に直接関係する経費の10/10（上限
50,000円）

令和7年4月21日～令和8年1月16日 令和7年4月1日～
令和8年3月31日

https://www.city.kyoto.l
g.jp/yamasina/page/00003
38740.html

山科区役所
地域力推進室
企画担当

下京区まちづくりサポー
ト事業「SHIMOGYO＋
GOOD」

区民等が地域力を活かして主体的に行
う、下京区をより暮らしやすく、安全
で、魅力的なまちにするための活動を支
援し、「参加と協働」による下京区基本
計画の推進を図る。

対象団体が下京区内で実施するまちづくり事
業（対象活動期間：令和7年4月1日から令和8
年3月31日まで）で、「第3期下京区基本計
画」の重点戦略の6つのテーマのいずれかに
該当する活動

下京区内でまちづくり活動を行っている又
はこれから行おうとする団体・グループ、
事業者

【一般枠】
補助対象事業の経費のうち補助率1/2(上限25万
円）、補助年限2年
【地域まちづくり特別枠】
補助対象事業の経費のうち補助率4/5（上限15万
円）、 補助年限2年

令和7年4月8日～5月13日 令和7年4月1日か
ら令和8年3月31日
まで

https://www.city.kyoto.l
g.jp/shimogyo/category/1
24-5-0-0-0-0-0-0-0-
0.html

下京区役所
地域力推進室
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